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VIEW POINT

しばらく前、中島岳志氏が『パール判事─

東京裁判史観と絶対平和主義』（白水社）を

著し、これをきっかけに渡部昇一氏、西部邁

氏、牛村圭氏、小林よしのり氏等が、パル判

決についての議論を大いに盛り上げたことが

あった。

私は、恥ずかしながらパル判決については

つまみ読み程度でしかなかった。最近、機会

があってこれを精読したのだが、読み始めた

ら次頁を待つのが惜しいほどに緊迫の報告書

であることに改めて気づかされた。ちなみに

私が読んだのは、東京裁判研究会編『共同研

究 パル判決書 上巻、下巻』（講談社学術文庫、

1984年）である。なぜもっと早くこの書をき

ちんと読んでおかなかったのか、悔やまれる。

往時の日本による満州国建国を違法とする

国際法上の根拠は存在せず、したがってこれ

を企図した人間を犯罪者とする権利は戦勝国

側にはないとする、実に明晰な論理がそこに

は展開されている。日本人がそう主張したの

ではない。インド人たるラダビノッド・パル

がそう断じたのである。少々長いが、引用し

てみよう。

「日本が往時の侵略によってこれら（中国、

満州における日本のすべての権益－著者注）

を獲得したものと仮定しても、この事実に

よって過去の国際制度上の日本の法的立場は

いささかも影響を蒙らないのである。本裁判

の訴追国である西方の列強が、中国をふくむ

東半球において主張する権益は、かような侵

略的手段によって獲得されたものであり、か

れらがパリ条約の署名時において、東半球に

おけるおのおのの権益に関して、留保条件を

付したさいには、これらの列強は、かような

権益にたいしても自衛および自己保全の権利

が及ぶものと考えていたことは確実である。

これに関して、すくなくとも英国は日本と

の同盟条約においてこの『特殊地位』を認め

たことを付言しておきたい。もしも満州にお

ける権益の性格についての日本の主張が正し

いものならば─すなわちその主張する特殊地

位もしくは特殊権益が、日本の自存のために

必要なものならば─この一九二二年のワシン

トン条約は日本から、かような権益を奪うこ

とはできないことに注意すべきである。

自存はたんに国家の権利であるだけでな

く、同時にその最高の義務であり、他のあら

ゆる義務はこの自存の権利および義務に隷属
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満州における日本の特殊権益は否定さるべく

もないものであったといっていい。現在の国

際法でいっているのではない。往時の国際法

的な慣習からいえば、そうならざるをえない

といっているのである。

日本はそう確信していたのであろう。満州

国建国の正統性いかんについてリットン調査

団の派遣を国際連盟に提案したのは、他なら

ぬ日本であった。しかし、その結論は次のよ

うなものであった。

「各方面より得たる証拠に依りて、本委員

会は『満州国』の創設に寄与したる要素は

多々あるも、相俟って最も有効にして然も吾

人の見る所を以てせば、其
そ

れなきに於ては新

国家は形成せられざりしなるべしと思考せら

るる二つの要素あり。其れは日本軍隊の存在

と日本の文武官憲の活動なりと確信するもの

なり。／右の理由に依
よ

り、現在の政権は純粋

且
か

つ自発的なる独立運動に依りて出現したる

ものと思考することを得ず」（外務省編『日

本外交並に主要文書』復刻版、原書房、1965年）

満州国建国の正統性が否定されたのであ

り、そのうえで日本の満州国からの撤退が勧

告された。日本は昭和８（1933）年２月20日

の閣議で撤退勧告案が国際連盟で可決された

場合には連盟を脱退すべしと決定、果たせる

かな24日の連盟臨時総会で撤退勧告案が42対

１という圧倒的な支持をもって可決された。

松岡洋右代表が憤然席を蹴って退場したこと

は広く知られている。

するのである。国際関係においては、すべて

の国家はこの権利を支配的条件とみなし、そ

の他のあらゆる権利義務は、この条件のもと

に存すると見ている。この権利の発動は、そ

れ以外の原則に従って行動すべきで義務を停

止する。自存の観念は、場合によっては、重

大な加害に対応するための自己保全までをふ

くむことがありうる」

要するに満州国建国は、往時の極東アジア

情勢を背景にしてみれば、日本の自衛行為で

あり、これを非難するのであれば、すべての

欧米諸国もその責めを負わねばならないと

いっているのである。しかも、当時の中国は

完全に「四分五裂」であり、国民政府、コミ

ンテルンに指導された共産党、数多くの軍閥

が入り乱れ、統一国家としての体をなしてい

なかった。近代国家相互の関係であればいざ

知らず、国家の体をなしていない国と近代国

家との関係を律する国際法は、少なくとも当

時は存在していなかった。そのうえ、日本の

満州における特殊権益は日露戦争後のポーツ

マス条約により確定され、かつポーツマス条

約を仲介したアメリカ、日英同盟下のイギリ

スを含めて幾重にも国際的承認を得ていたの

である。

さらに加えて、日露戦争後に敗れたとはい

えロシアはなお強国であり、それゆえ日本は

朝鮮半島の権益を完全なものとするために、

朝鮮の後背地たる満州における日露の権益を

画定するための日露協定まで締結していた。
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日本政府により同年３月27日に出された国

際連盟脱退通告文には、中国の現状に対する

正
せい

鵠
こう

を射
い

た日本特有の考え方が表明されてお

り、これが真実を衝
つ

いた一文であったことを

ここで記しておきたい。

「支那ガ完全ナル統一国家ニアラズシテ、

其
そ

ノ国内事情及ビ国際関係ハ複雑難渋ヲ極

メ、変則、例外ノ特異性ニ富メルコト、従テ

一般国際関係ノ規準タル国際法ノ諸原則及ビ

慣例ハ、支那ニ付テハ之
これ

ガ適用ニ関シ著シキ

変更ヲ加ヘラレ。其ノ結果、現ニ特殊且
か

ツ異

常ナル国際慣行成立シ居レルコトヲ考慮ニ入

ルルノ、絶対ニ必要ナル旨
むね

力説強調シ来タレ

リ」中国が国際法の精神に則って交渉をすべ

き統一国家の実態をもっていなかったといっ

ているのであるが、往時の中国がそのような

存在であったことはまぎれもない。

満州事変は関東軍によって引き起こされ、

これを日本政府が事後的に承認するという形

で展開した、要するに軍部の独走の結果で

あったとする見方がなお有力である。確かに

事実は軍部の独走であった。しかし軍部の独

走がなければ満州事変は起こらず、満州国建

国もなかったかといえば、ことはそれほど簡

単ではない。当時の日本が国際的におかれて

いた状況を考えれば、再びいって日露戦争の

勝利により確保され、ポーツマス条約での和

議により条約の形で承認された日本の満州に

おける特殊な地位と権益のことを顧みれば、

事態の進展には必然性があったといってい

い。

しかしこのことをここで述べ出したら際限

がなくなる。もう一度、先に引用したパル判

決文の趣旨にもどれば、私にはこれに付け加

えるべき何ものもない。深く静かにこの文章

を味読するのみである。


